
仙台市介護保険審議会 地域包括支援センター運営委員会 

（第９期計画期間 第６回会議）議事録 

 

日時：令和７年 12月 23日（木）15：00～16：40 

場所：仙台市役所本庁舎８階第４委員会室 

 

〈出席者〉 

【委員】 

橋本治子委員長、大内修道委員、鹿野英生委員、久米大介委員、佐々木心委員、鈴木徳

子、高橋順子委員、鶴田弥生委員 以上８名、五十音順 

 

【仙台市職員】庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長、浅野地域包括ケア推進課認

知症対策担当課長、小笠原高齢企画課長、松田介護保険課長、大友介護事業支援課長、峯

岸地域包括ケア推進課地域包括支援係長、松本地域包括ケア推進課介護・フレイル予防推

進係長、菅原介護事業支援課ケアマネジメント指導係長、関介護保険課管理係長 

 

〈議事等要旨〉 

１ 開会 

・ 一部資料に非公開を含むため、該当箇所は非公開として実施。 

・ 議事録署名委員につい鈴木委員に依頼→鈴木委員了承 

 

２ 報告 

（１）令和７年度 地域包括支援センター事業評価および指導の実施結果について 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長から報告。 

 

 

【質疑応答】 

鹿野委員 個別ケア会議での課題抽出や多職種連携は構造的に難しく、該当項

目に×が集中。指導時に具体的なヒント提供が必要と思われる。認

知症の方の「本人と家族のやりたいことの実現」や、虐待対応でも

課題が見られる。 

 

庄子参事 「望ましい水準」の到達状況としては、確かに×がある。個別ケア

会議は令和 4年度から強化し、件数は増加している。令和 6年度は

465件で、初めて高齢者人口の 0.1%以上の件数が達成し、今年度前

期も順調に件数を伸ばしている。一方で課題抽出が難しいという声



が聞かれる。研修や全ての包括を対象とした事業評価、区役所との

一緒に全ての包括と行う意見交換の場において、特に個別ケア会議

の件について話をしている。来年度は、介護保険審議会でも個別ケ

ア会議から抽出された地域課題を報告したいと考えているため、引

き続きセンターへのアドバイスを継続したい。 

連携について、網掛けの「望ましい水準」について、一緒に地域の

介護医療関係者と地域課題まで取り組むということでハードルは高

いが、自分たちで在宅ケア連絡会を立ち上げるセンターもあり、そ

ういった好事例等を共有し、引き続き意見交換をしながら取り組ん

でまいりたい。 

 

浅野担当課長 認知症の業務については、地域包括支援センターでは認知症地域支

援推進員が中心となり動いている。認知症地域支援推進員は機能強

化専任職員と生活支援コーディネーターを兼ねている。機能強化専

任職員ミーティングを年 2回、認知症地域支援推進員対象の研修を

年 2回実施している。単に受け身の研修ではなく、好事例の共有や

グループワークにより、鹿野委員の発言にもあったヒントを分かち

合う点に留意している。ベテランの知恵や新人の感性をお互い共有

しながら、高め合えたらと考えている。 

 

高橋委員 「希望をかなえるヘルプカード」がどういったものかわからなく

て、HPを確認したら仙台市で出しているものと分かった。これ

は、市内でどの程度活用されているのか。どういった場面で役立っ

ているのか。 

 

浅野担当課長 希望をかなえるヘルプカードはいわゆるヘルプカードと異なり、認

知症の方の意思決定を支援するためカード。認知症の方が道に迷い

そう等の自分が困る場面を想定し、どのように手助けしてほしいか

を前もって書いておく自分自身が使うカードで、おおよそ軽度の認

知症の方を対象としている。中等度の方でも、ご家族の住所、名

前、連絡先を記載することで万が一行方不明になった場合に、いち

早くご家族に連絡ができる利点がある。令和 6年度に啓発を開始

し、利用報告が徐々に増加している。認知症当事者の方にとっては

使うことも勇気がいることであるが、周囲の理解を広げることにも

つながるので、利用を勧めていきたい。 

 



鈴木委員 民間の終身サポート事業の信用性について監督するところがないと

聞いた。民間につなぐことも必要であるが、引き続き地域包括支援

センターでフォローしていただきたい。 

また、新しい認知症観を広めることは偏見をなくし正しい理解につ

ながると思うが、症状は進行するので、一部の話ができる方の意見

を参考にするだけではなく、なかなか意思が表に出せない方の意見

も、ご家族からでも言葉を発していただくなどし、取り入れていた

だきたい。 

 

小笠原課長 国の審議会でも身寄りのない高齢者に対する金銭管理や日常生活の

支援等の必要性について議論中。本市でも終活支援条例を議員提案

によって策定し、その中で身元保障サービスの件も議論したが、現

状認証するような制度の策定には至っていない。国の議論では社会

福祉事業として身寄りのない高齢者の金銭管理等を、今後社協が行

う方向で検討されており、市の社協ということであれば、民間の事

業者より一定信頼性を受けるものになるのではないか。現状でも認

知機能の低下した方などの金銭管理等を市社協が行っており、今後

国の動向を踏まえ仙台市でできることを検討。 

 

浅野担当課長 発信できる方の声だけではなく中等度重度の方の声も聞いてほしい

といろいろな場所で言われており、令和 6年度から地域包括支援セ

ンターを始めとする認知症地域支援推進員を中心に「認知症の本

人・家族・地域の方の声を聞くシート」を導入。令和 6年度は約

1,300件収集し、うち本人約 500件、家族約 400件だった。中には

なかなか皆さんの前で発信できない方の声や、認知症カフェでの何

気ない一言も含まれている。中等度以上の方の声も大事にしなが

ら、政策を進め、市民の皆様に向けてわかりやすくお伝えしたい。 

 

 

３ 議事 

（１）令和８年度 地域包括支援センター設置運営事業の委託について 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長から説明。 

 

（結果）— 本議案は承認。 

 

 



（２）地域包括支援センター担当圏域の見直しについて（公開：資料４－１、非公開：資

料４－２、４－３） 

庄子保険高齢部参事兼地域包括ケア推進課長から説明。 

 

【質疑応答】（非公開） 

 

（結果）— 本議案は承認。 

 

４ その他 

【質疑応答】なし 

 

５ 閉会 

 

 


